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平塚市地域防災計画の整合性検査方式の研究 - 自治体

防災業務へのソフトウェアエンジニアリングの応用 -

木下 修司

発表者が所属する神奈川大学では，神奈川県平塚市と，共同研究「平塚市地域防災計画の整合性検査方式の研究」を
2014年より継続している。この研究は，システム及びソフトウェアエンジニアリングの一分野であるシステムアシュ
ランス（システムが望ましい性質を持つことを，ステークホルダ内で確認し，確信を得る）に関する諸技術を，「防災
システム」が「総合信頼性（ディペンダビリティ）」を持つことに対して適用する事例研究である。これは，「大災害
が発生する」前に「防災業務」の不備を発見するという目標を持つ点において，「実装・稼働」前にその「仕様」不備
を発見する形式検証技術とも関連する。本稿では，6W1H モデルによる記述のモデリングや，国際標準 IEC 62853

Open Systems Dependability の平塚市防災業務への適用，地域防災計画という行政文書が持つべき論理的構造と
いった，これまでの研究成果を紹介し，今後の研究課題について述べる。

1 はじめに

神奈川大学では，神奈川県平塚市と，共同研究「平

塚市地域防災計画の整合性検査方式の研究」を 2014

年より継続している。本稿では，6W1Hモデルによ

る記述のモデリングや，国際標準 IEC 62853 Open

Systems Dependabilityの平塚市防災業務への適用，

地域防災計画という行政文書が持つべき論理的構造

といった，これまでの研究成果を紹介し，今後の研究

課題について述べる。

なお，発表者の博士論文 [7]に各成果の詳細がある．

2 背景

2. 1 地域防災計画

日本では，各自治体の防災業務は「地域防災計画」

として文書化されている．これは，1961年に施行さ
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れた災害対策基本法 [9]によって策定が各自治体に義

務づけられている．平塚市地域防災計画 [8]も，その

一つである．地震（津波），台風などの風水害の 2つ

を基本に，人為的災害も含む様々な災害に対する日常

の準備や発災時の対策，発災後の復興計画等につい

て幅広く規定している．その結果，資料編も含め数百

ページにわたる大規模な文書になっており，その整合

性維持が課題となっていた．

本研究は，平塚市より整合性維持に困難が生じた事

例をいくつか挙げていただき，それらについて対応可

能性を検討することから開始した．

2. 2 研究の経過

本研究は，その題目が示すとおり，当初は「平塚市

地域防災計画」という行政文書の整合性を，定理証明

支援系 Agda [1] を用いて検査することを意図してい

た．当初は実際に Agdaを用いて記述の時系列の不整

合を形式化するなどの試みがなされたが，一般に定理

証明支援系が証明の対象とするような，厳密な構造を

もった（数理的な）記述が地域防災計画にはないこと

が判明し，研究の方向は以下の２つへと変化した．

• 平塚市地域防災計画という文書が持つべき論理
的構造に関する研究



• 平塚市地域防災計画が定める防災業務がディペ
ンダビリティ（総合信頼性）を持つことを確認す

る手法の研究

以下，それぞれについてこれまでの成果と今後の課

題を述べる．

3 文書が持つべき論理的構造に関する研究

3. 1 6W1Hモデル – 記述の構造化 –

6W1H モデル [5] とは，「6 つの W（Who, What,

Whom, Where, When, Why）で表現される人間の

作業（アクション）」をノードとする木である。6W

によってひとつのアクションを記述したのち，それを

複数のアクションによって、より詳細に記述してゆ

く。この一対他の関係が 1H、すなわち Howである。

これは、ソフトウェアエンジニアリングにおける「仕

様」と「実装」の関係に似ている。すなわち、ある 1

つのアクションとして表現された「仕様」が、複数の

詳細なアクションによって「実装」される。

UMLのようなモデリング技法が「システム」その

ものをモデル化するのに対して，6W1Hモデルはシ

ステムの「記述」をモデリングするものである．これ

を用いて平塚市地域防災計画の発災時の給水業務を

分析した結果，主語の欠落などを発見することがで

きた．

3. 2 地域防災計画が持つべき論理的構造

6W1H モデルを用いることで「アクションには必

ず 6W1Hを記す」ことを強制できる．しかし，地域

防災計画の記述はすべてがアクションというわけで

はないし，アクションに対しても他の要件がある可能

性がある．そこで，地域防災計画のような何かしら

の業務を記述する行政文書が持つべき要件を検討し，

以下の 8つを提示した．

1. 用語の定義と参照を区別する

2. 文の参照と非参照を区別する

3. 文のうち「業務を定める文」と、「状況を定める

文」を区別する

4. 「業務を定める文」では、「主要業務」と「支援

業務」を区別する

5. 「状況を定める文」では、「現状」「将来の状況

（問題あり）」「将来の状況（問題なし）」を区別

する

6. 「業務を定める文」に、必要項目（6W1H）が

明記されている

7. 「状況を定める文」に、必要項目が明記されて

いる

8. 文書全体の整合性が定期的に見直される

3. 3 今後の課題

持つべき論理的構造としての上記の 8 要件の十分

性について評価が必要である．また，実際の地域防災

計画改訂作業に活用するために，Microsoft Wordの

アドインとしてツール化を検討している．

応用先として，地域防災計画ではなく，市町村より

もさらに小さな自治会等の組織単位で作成する「地区

防災計画」も考えられる．

本研究では平塚市の地域防災計画のみを対象とし

ているが，そもそも日本国内には数千の地域防災計画

がある．これらは都道府県レベルのものは消防庁に

よってデータベース化されている [10]が，市町村レベ

ルのものはない．それらのデータベース化，コーパス

の構築からの防災語彙の共通化といった自然言語処理

寄りの研究も考えられる．

4 防災業務のディペンダビリティに関する

研究

4. 1 IEC 62853 Open Systems Depend-

ability の平塚市防災業務への適用

IEC 62853 [2]は，システムをオープンなもの（常

に変化し，その全貌を完全に把握することはできな

いもの）として捉え，そのうえでディペンダビリティ

（総合信頼性）を達成するために必要な要件を定めた

国際標準である．「合意形成」「説明責任遂行」「変化対

応」「障害対応」の 4つに分類された要件が計 62個

ある．

平塚市地域防災計画に定められた防災業務もオー

プンシステムの一つと見做せる．そこで，62の要件

を平塚市の防災業務において解釈した上で，要件への

対応レベルを以下の 3段階に分けて評価した．

• A 対応する記述があり、明示されている。この



記述で十分であると考えられる。

• B 対応する記述はあるが、そうとは明示されて

いない。また、その記述だけでは十分とは言え

ない。

• C 対応する記述はない。

4. 2 IEC 62853の要求事項の詳細化

IEC 62853 ではディペンダビリティ達成を主張す

るアシュランスケース [3]の作成を要求している．そ

こで，IEC 62853の要件の 1つ「原因不明の障害に

対して，被害を減らすための一般的な方策が開発され

ている」について，平塚市の発災時給水業務を例にと

り，より詳細なアシュランスケース記述を試みた [6]．

4. 3 今後の課題

IEC 62853 の要求事項は広範囲にわたり複雑であ

るため，具体的なシステムへどのように適用するのが

効果的であるかは，防災業務（防災システム）に限ら

ず，広く研究課題として残されている．

また，そもそも自治体の防災業務がどのように準

備されていれば「ディペンダビリティを持つ」と言え

るのかは，防災学の分野でも共通見解がない．そのた

め，ISO/IEC 15026-3 [4]によってインテグリティレ

ベルを定め，そのうえで防災業務に関するアシュラン

スケースを記述することで，各自治体の災害対策の評

価ができるのではないかと考えている．
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